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平 成 １５ 年 度 事 業 報 告 書 

 

１．概要 

 

［沿革］ 

 昭和１１年 ５月 商工組合中央金庫法公布（６月施行） 

 昭和１１年１０月 設立認可 

 昭和１１年１１月 創立総会開催 

 昭和１１年１２月 設立登記完了、業務開始、本所及び札幌ほか６支所開設 

 昭和６０年 ４月 商工組合中央金庫法改正案衆参両院で可決成立 

 昭和６０年 ５月 商工組合中央金庫法改正法公布（６月施行） 

 

［根拠法］ 

「商工組合中央金庫法」（昭和１１年５月２７日法律第１４号）という特別の法律に

基づいて、昭和１１年１１月、政府が中小企業の組合との共同出資によって設立した

半官半民の金融機関です。 

 

［主務大臣］ 

主務大臣である経済産業大臣及び財務大臣の監督の下におかれています（法第４１

条）。 

 

［目的］ 

中小企業等協同組合その他主として中小規模の事業者を構成員とする団体に対する

金融の円滑を図るため、必要な業務を営むことを目的としています（法第１条）。 

 

［業務内容］ 

 

①融資業務 

設備資金や長期運転資金をはじめ、手形割引などの短期運転資金まで、中小企業の

方々が事業のために必要とする資金に対して幅広い融資を行っています。 

 また、中小企業の方々の多様化した資金調達ニーズに応えるべく、私募債の受託・

売掛債権流動化等の新しい金融手法にも取組んでいます。 

 

②預金・公金資金業務 

中小企業団体（協同組合など）とその構成員（組合員）をはじめ、これらの役員の

方々、公共団体、非営利法人、金融機関、債券のお取引先などから預金をお預かりし

ています。 
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③債券業務 

中小企業の方々に安定した資金をご提供するため、金融債である商工債券を発行し

て資金を調達しています。 

 

④資金証券業務 

中小企業の方々の資金調達・運用ニーズに的確に対応するため、また当金庫全体の

資金調達・運用を効率的に行うことを目的として、国内外の金融市場でマーケット業

務に積極的に取り組んでいます。 

 
⑤国際業務 

海外コルレス業務を行う唯一の政府系金融機関として、中小企業の方々のため、輸

出入業務、外国送金、海外投資金融、海外現地法人への直接融資などあらゆる海外取

引のお手伝いをしています。 
 
⑥その他 

 ・ 経営情報の提供 
 ・ 中金会・ユース会に対する協力 

 ・ 経済調査活動 など 
 
［定款変更］ 

平成１５年５月２６日の通常総代会の決議に基づいて、山口県徳山市、新南陽市、

熊毛郡熊毛町及び都濃郡鹿野町の合併、組合の出資による資本金の増加、「証券取引法

等の一部を改正する法律」の制定に伴う変更が行われました。 

 
［資本金額及び増減］ 

平成１６年３月３日に組合による出資３０億円の払込みが行われました。 

その結果、年度末の資本金は、政府出資４,０５３億６,７１０万円、組合出資 

１,０８８億９,７９０万円、合計５,１４２億６５百万円となりました。 

 
［所属団体］ 

年度間で７１８組合の所属がありましたが、他方、８１８組合が脱退となりました

ので、１００組合減少し、年度末の所属団体数は ２７,５６３組合となりました。 
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［役員］ 

 
①役員の氏名、役職、任期、経歴等（平成１６年３月３１日現在） 
 
氏    名 役  職 任  期 経   歴 

江 崎  格 理 事 長 平成13年6月21日  ～平成17年6月20日

昭和40年4月 
平成 9年7月 
平成13年6月 

通商産業省入省 
産業政策局長 
商工中金理事長 

塩 田 薫 範 副理事長 平成12年7月10日  ～平成16年7月 9日

昭和41年4月 
平成10年6月 
平成12年7月 

大蔵省入省 
公正取引委員会事務総長 
商工中金副理事長 

 

伊 原  巖 専務理事 平成14年8月31日  ～平成16年8月30日

昭和43年4月 
平成10年8月 
平成12年8月 
平成14年8月 

商工中金入庫 
総合企画部長 
理事 
専務理事 

 

坂 井 茂 樹 理 事 平成16年3月10日  ～平成18年3月 9日

昭和45年4月 
平成12年8月 
平成14年3月 

商工中金入庫 
総務部長 
理事 

 

藤 沢  智 理 事 平成16年3月10日  ～平成18年3月 9日

昭和45年4月 
平成12年8月 
平成14年3月 

商工中金入庫 
総合企画部長 
理事 

 

鈴 木  晃 理 事 平成14年8月31日  ～平成16年8月30日

昭和45年4月 
平成12年3月 
平成14年8月 

商工中金入庫 
名古屋支店長 
理事 

 

法師人 稔 理 事 平成14年8月31日  ～平成16年8月30日

昭和46年7月 
平成13年3月 
平成14年8月 

商工中金入庫 
人事部長 
理事 

 

名 尾 良 泰 理 事 平成15年8月 1日  ～平成17年7月31日

昭和49年4月 
平成13年7月 
平成15年8月 

通商産業省入省 
関東経済産業局長 
商工中金理事 

 

伊 藤  学 理 事 平成15年8月31日 ～平成17年8月30日

昭和47年4月 
平成14年3月 
平成15年8月 

商工中金入庫 
総務部長 
理事 

 

横 田  格 理 事 平成15年8月31日  ～平成17年8月30日

昭和47年4月 
平成14年2月 
平成15年8月 

日本銀行入行 
名古屋支店長 
商工中金理事 

 

松 岡  滋 理 事 
（大阪駐在） 

平成16年3月10日 
 ～平成18年3月 9日

昭和47年4月 
平成14年3月 
平成16年3月 

商工中金入庫 
総合企画部長 
理事 

 

熊 澤 二 郎 監 事 平成15年8月 5日  ～平成17年8月 4日

昭和38年4月 
平成 2年9月 
平成15年8月 

大蔵省入省 
東京国税局長 
商工中金監事 

 

髭  初 雄 監 事 平成16年3月10日  ～平成18年3月 9日

昭和46年4月 
平成14年8月 
平成16年3月 

商工中金入庫 
人事部長 
商工中金監事 

倉 島 光 一 監 事 平成14年4月10日  ～平成16年4月 9日
平成10年5月 

平成14年4月 

福島県中小企業団体中央会会長

商工中金監事 

 

以上１４名  
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②役員の定数 

・理事長１人、副理事長１人、理事３人以上及び監事２人以上を置きます（法第２４

条、定款第４７条第１項）。 
・専務理事を置くことができます（定款第４７条第２項）。 
 

③役員の任期 

・理事長及び副理事長の任期は４年、理事（専務理事を含む）及び監事の任期は２年

です（法第２６条第３項）。 
 

④役員の異動 

  理  事  髙 橋 晴 樹  平成１５年６月１１日 退任 

 中 島   捷  平成１５年８月３１日  退任 
 森   敏 郎  平成１５年８月３１日 退任 
 金 丸   堯  平成１６年３月１０日 退任 
  
 名 尾 良 泰  平成１５年８月 １日 就任 
 伊 藤   学  平成１５年８月３１日 就任 
 横 田   格  平成１５年８月３１日 就任 
 松 岡   滋  平成１６年３月１０日 就任 
 
 坂 井 茂 樹  平成１６年３月１０日 再任 
        藤 沢   智  平成１６年３月１０日 再任 
 
  監    事 石 川 光 和  平成１５年８月 ５日 退任 
 大 橋   清  平成１６年３月 ９日 退任 
         
 熊 澤 二 郎  平成１５年８月 ５日 就任 
 髭   初 雄  平成１６年３月１０日 就任 
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⑤役員給与・退職金の支給基準 

（平成１６年４月１日現在） 

１．給与 
種類 支給基準 
報酬 

（月額） 
理事長     １,３４６千円 
副理事長    １,２２８千円 
専務理事    １,１３１千円 
理事      １,０３４千円 
監事（常勤）    ８５２千円 

調整手当 
（月額） 

報酬月額×０.１２ 
 

手当 
（年額） 

｛報酬月額＋調整手当月額＋報酬月額×０.２５＋（報酬月額＋ 
調整手当月額）×０.２｝×３.５５ 

 
２．退職慰労金 
退職の日における報酬月額×０.１２５×在籍期間（月数）×業績勘案率 

 
［従業員の状況］ 

職 員 数 
 

平成16年3月31日現在 平成15年3月31日現在 
増  減 

男子職員 3 , 3 4 9  3 , 4 2 6  △ 77 

女子職員 1 , 2 2 2  1 , 2 6 5  △ 43 

合    計 4 , 5 7 1  4 , 6 9 1  △ 120 

    （注）職員数は、嘱託、臨時雇員（平成15／3期748人、16／3期730人）を含んでいません。 

 
［総代］ 

出資組合の中から選挙により選出された総代が、当金庫の最高意思決定機関として

の総代会で経営上の重要事項の決議をしています（法第２３条の規定により準用する

産業組合法第３８条ノ２、定款第５３条）。 

現在１３５組合が総代に選出されています（任期：平成１４年１０月１７日～平成

１８年１０月１６日）。 
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［評議員］ 

主務大臣の認可を受け、理事長により任命された評議員（２０名以内）が、業務経営に

関する重要事項につき、理事長の諮問に応じています（法第２７条、定款第５１条）。 

（評議員一覧）  （平成16年3月31日現在）

氏  名 当初就任年月日 現     職 

望 月 晴 文 平成１５年 ８月 ６日 中小企業庁長官 

津 田   喜 平成１５年 １月２８日 財務省大臣官房総括審議官 

須賀田 菊 仁 平成１５年 ８月 ６日 農林水産省総合食料局長 

三 谷 隆 博 平成１４年 ４月 ４日 日本銀行理事 

薄 井 信 明 平成１５年 ２月１７日 国民生活金融公庫総裁 

水 口 弘 一 平成１５年 ２月１７日 中小企業金融公庫総裁 

見 学 信 敬 平成１３年 ９月１２日 中小企業総合事業団理事長 

石 川   忠 平成１５年 ７月 ８日 全国中小企業団体中央会会長 

植 松   敏 平成１１年１０月２５日 日本商工会議所専務理事 

大河内 信行 平成 ７年 ９月２２日 愛知県印刷工業組合理事 

村 内 道 昌 平成 ８年 ４月１６日 日本優良家具販売協同組合理事名誉会長 

久 我 一 郎 平成 ８年１２月 ３日 全国木材協同組合連合会理事 

浅 井 時 郎 平成１１年 ９月１４日 城南運送事業協同組合理事長 

玉 利 半 三 平成１３年 ４月１３日 全国卸商業団地協同組合連合会会長 

坂 戸 誠 一 平成１３年 ９月１２日 全国工場団地協同組合連合会会長 

小 田 禎 彦 平成１４年 ２月１８日 和倉温泉旅館協同組合顧問 

名 取 小 一 平成１４年 ８月 ２日 全国いか加工業協同組合理事長 

桑 島 俊 彦 平成１５年 ７月 ８日 全国商店街振興組合連合会理事長 

中 西 弘 毅 平成１５年 ７月 ８日 品川トラックセンター協同組合理事 

西   紀 幸 平成１５年 ７月１９日 日本絹人繊織物工業組合連合会理事長 

以上 ２０名 
（注）任期は3年（再任を妨げない） 

 
［事務所］ 

 平成１５年度中には、店舗数の異同はありませんでした。なお、年度末の店舗数は、

本店１、支店９２（うち海外１）、出張所３、事務所６（うち海外２）の合計１０２店

舗です（各店舗の住所等はＰ１２～１５を参照）。 
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２．業務の実施状況 

 
［経済･金融情勢の回顧］ 

 
平成１５年度のわが国経済を顧みますと、年度当初には停滞感が強かったものの

徐々に明るさが広がりました。世界経済の拡大を受けて輸出が堅調に推移したため製

造業を中心に生産活動が活発になりました。加えて、企業の経費削減が進んできたこ

ともあり企業収益は増加し、設備投資も伸びを高めました。一方、企業収益の回復を

受けて雇用環境の悪化に歯止めがかかり、個人消費にもようやく回復の兆しがみえて

きました。ただ、公共投資は財政健全化への取り組みから引き続き減少しました。全

体としても、長引くデフレの影響を受けて内需を中心として力強く景気が回復する状

況には至りませんでした。 
中小企業の景況も内外の景気動向を反映して、製造業を中心に改善に向かいました。

ただ、改善の度合いにはバラツキも残り、業績が好調な企業と回復の遅れている企業

との二極化や、地域間での景況感の改善度合いの格差がみられました。当金庫の「中

小企業月次景況観測」では夏場以降、景況判断指数が改善し中小企業の景況にも底入

れの動きがみられるものの、先行きは予断を許さない状況です。 
金融面について見ますと、年度当初はデフレ観測が強まる中、日本銀行は一段と量

的緩和を進め、長期金利（新発１０年国債利回り）は一時史上最低水準となる０.４％

台まで低下しました。ただ、夏場以降国内景気にも回復の動きがみられると、長期金

利は急上昇をみせ、一時１.６％台を付けたものの以降は概ね安定した動きとなり年度

末は１.４％台となりました。 
 

［業務の実施状況］ 

 
①貸出金 

 年度間の貸出額については、長期資金は前年度対比１,６６５億円増加し、短期資金

は前年度対比８３８億円増加したことから、貸出額合計では前年度対比２,５０３億円

増加し、１２兆３,５４８億円となりました。 

一方、貸出金残高については、前年度対比２,６５８億円減少し、年度末の貸出金は

９兆８,２４４億円となりました。また、業種別構成では、製造業が３３.６％、卸・

小売業が３１.４％、サービス業ほかが３５.０％となっています。 

 貸出金残高のうち信用組合等委託代理貸付については、年度末の代理店総数は１６２、

貸付金残高は２５２億円となりました。 

 なお、年度間の繰上償還額は、１,９６０億円となりました。 

 
②有価証券 

 年度末の有価証券保有残高は、前年度対比５,３８５億円減の１兆５,０４４億円と

なりました。 
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③債券 

 債券発行高については、利付債が５,９６７億円減少、割引債が４,４００億円減少

し、年度間で１兆３６８億円減少しました。その結果、年度末の債券発行高は８兆

２,４４３億円となりました。 

 債券発行高のうち、政府による引受の残高は１,６８４億円となっています。 

また、利付債には、１年利付債９００億円、３年利付債１兆４,３３３億円、７年利

付債１００億円、及び１０年利付債２００億円が含まれています。 

 
④預金 

年度末の預金残高は、前年度対比４３４億円増の２兆３,５６８億円となりました。 

 
⑤譲渡性預金 

年度末の譲渡性預金残高は、前年度対比１４７億円増の５１６億円となりました。 

 
⑥借用金 

年度末の借用金残高は、前年度対比５０億円減の６７０億円となりました。 

 
⑦証券業務 

国債等の窓口販売については、年度間の販売額が１１億円となりました。また、国

債等のディーリングについては、年度間の売買高が９７億円となりました。 

なお、年度末の商品有価証券保有残高は８億円となりました。 

 
⑧外国為替 

貿易取扱高は前年度対比１８４百万ドル増加しましたが、資本取引の大幅減少（前

年度対比△６,４４５百万ドル）により、年度間の外国為替取扱高は、６,１３６百万

ドル減の３４億５９百万ドルとなりました。 

 
⑨内国為替 

   取扱件数は８１千件減少しましたが、１件あたりの取扱金額が増加した結果、年度

間の内国為替取扱高は、７,２８７億円増の２４兆４,４９６億円となりました。 

 
⑩受託業務 

貸付の受託業務については、年度末で貸付件数が７８,０８９件、貸付金残高が

４,０７８億円となりました。 

収納の受託業務については、年度間の取扱件数が９５８千件、取扱金額が２,８３８

億円となりました。 

 （貸付業務受託先） 
中小企業金融公庫、独立行政法人福祉医療機構、財団法人日本船舶振興会、財団法人自転車産業

振興協会、国民生活金融公庫、中小企業総合事業団、独立行政法人雇用・能力開発機構、沖縄振

興開発金融公庫、日本政策投資銀行 
 （収納業務受託先） 

日本銀行、地方公共団体、東日本電信電話株式会社、西日本電信電話株式会社、エヌ･ティ･ティ･

コミュニケーションズ株式会社、ＮＴＴＤｏＣｏＭｏグループ９社、日本放送協会、電力会社

１０社、ガス会社３８社、勤労者退職金共済機構、中小企業総合事業団 
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⑪私募債業務・信託代理業務・債権流動化業務 

私募債業務については、平成１２年４月より「特定社債保証制度」に基づく信用保

証協会保証付私募債の取扱いも開始し、年度末で取扱残高１,２８３件、１,４３６億

円の実績となりました。 
信託代理業務については、年金信託が累計で１１件、更に取引先の売掛債権流動化

支援のため平成１３年２月より開始した金銭債権信託に積極的に取組みました。信託

方式による取引先の売掛債権流動化実績は累計で４７先７５５件、１,７８６億円の実

績となりました。また、平成１４年５月からは、中小企業の保有する売掛債権（手形）

を当金庫が直接取得することにより資金提供を行う手形ファクタリングの取扱を開始

し、累計で１６先１８７億円の実績となりました。 
 
⑫ＣＬＯ 
 平成１４年３月より地方自治体が主導するＣＬＯについて取扱金融機関として参加

しており、取組開始時から累計で２５０先７８.４億円（平成１５年度単独では１０１

先３３.８億円）の実績となりました。 
 また、平成１５年６月には独自にＣＬＯの取組みを実施し、４０７先１７１億円の

実績となりました。 
 
⑬収支状況 

 経常収益が２,０７５億４３百万円に対して、経常費用が２,０２７億７６百万円と

なりましたので、経常利益は４７億６６百万円となりました。また、特別利益２９億

３９百万円、特別損失２億２５百万円、法人税、住民税及び事業税２４億６７百万円、

法人税等調整額３６億８１百万円を加減算しました結果、当期利益は８６億９３百万

円となりました。 

 

３．借入金、財政融資資金等借入金、国庫補助金等 

 
                                                             （単位：百万円） 

 平成１５年度 平成１４年度 増   減 
借 入 金 
日 本 銀 行 
銀 行 
保 険 会 社 
地方公共団体 
そ の 他 

６７,０００ 
－ 

１,０００ 
５２,０００ 

１３２ 
１３,８６７ 

７２,０００ 
－ 

６,０００ 
５２,０００ 

１８０ 
１３,８２０ 

△ ５,０００ 
－ 

△ ５,０００ 
－ 

△     ４７ 
     ４７ 

財政融資資金 
  出 資 金 
産業投資特別会計 

  利付債券引受 
財 政 融 資 資 金 

   １０,０００ 
     － 
     － 

   １０,０００ 
   １０,０００ 

   １０,０００ 
     － 
     － 

   １０,０００ 
   １０,０００ 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

国庫補助金 
一般会計 
中小企業等災害復旧資金利子補給金 

－ 
－ 
－ 

－ 
－ 
－ 

－ 
－ 
－ 
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４．資金供給業務としての出資･出資比率20％以上の出資先 

 
 取引先の皆様方からの自己資本充実のニーズに応えるための構成員株式の取得（法

第２８条第１項第１０号）につきましては、年度間で２４先減少し、年度末の株式取

得先数は３８３先、株式保有残高は２２９億円となりました。 
 なお、出資比率２０％以上の先は該当ありません。 
 

５．子会社、関連会社、関連公益法人等 

 
 

 関連公益法人 
会 社 名 （財）商工総合研究所 
所 在 地 東京都江東区木場５―１１―１７ 

主な業務内容 
中小企業の金融・組織化・産業構造等に
関する調査、中小企業に関する調査研究
に対する助成 

設 立 年 月 日 昭和６１年１２月２６日 
資本金（基本財産） ７５０百万円 
当金庫出資（出捐）比率 ９２.０％ 

役 員 
  理事長          宮本  四郎 
                 他役員１０名 
                （うち兼任１名） 

従 業 員 ７名 
子会社、関連会社は該当ありません。 

 

６．関係会社等の概況（商工中金との関係を含む） 

 
（財）商工総合研究所と当金庫との関係について 

我が国中小企業の健全な発展を図り、もって我が国経済の一層の発展に寄与

するため、中小企業の金融、組織化等に関する調査研究、中小企業に関する調

査研究に対する助成等を行うことは極めて重要であると考え、当金庫はこれら

の事業を行う（財）商工総合研究所に出捐するとともに、事業推進に要する経

費の一部を助成しています。 
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７．商工中金が対処すべき課題 

 
当金庫がより一層お客様の信頼に応え、所属団体及びその構成員の皆様の成長・発

展に積極的に貢献していくためには、政策金融機関としての特性を発揮し、中小企業

金融の円滑化に万全を期すべく、セーフティネット、企業再生等に注力していくとと

もに、経営体質の強化を図っていくことが、重要であると考えています。 
当金庫は政策金融機関として、より質の高い、成果重視の政策の実施や、その活動

の意義、成果を明らかにすることで、国民に対する説明責任（アカウンタビリティ）

を果たすため、政策評価を導入いたしました。平成１６年度からの３ヵ年を対象とす

るこの政策評価の基本計画に基づき、「政策性の発揮」に最大限努めるとともに、「健

全かつ効率的な業務運営」を行うことにより、所属団体およびその構成員の皆様の信

頼と支持を確たるものとすべく努力してまいります。 
 
１． 政策性の発揮 

所属団体及びその構成員の皆様の多様なニーズを幅広く捉えるとともに、以下

の八つの戦略目標に基づく施策を迅速かつ的確に実施してまいります。とりわけ、

政策金融改革を踏まえ、中小企業金融の円滑化のため、引き続き、セーフティネ

ット機能の発揮に万全を期すよう努めてまいります。 
① 安定した経営基盤の整備に貢献 
②「創業」へのチャレンジを支援 
③「革新」へのチャレンジを支援 
④「再生」へのチャレンジを支援 
⑤ セーフティネット機能の発揮 
⑥ 中小企業の連携・ネットワーク化の促進 
⑦ 中小企業支援のために地域および産業界等と連携 
⑧ 金融フロンティアの開拓 
 

２． 健全かつ効率的な業務運営 
最小限のコストによる最大限の政策効果の発揮を追求するため、機能・人材・

組織の最適化を図るとともに、審査精度の向上やリスク管理の高度化による健全

な経営基盤の構築、業務運営の効率化やリスクに見合ったプライシングによる財

務基盤の強化などに努めてまいります。 
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（店舗一覧）                    （平成１６年３月３１日現在） 

営業店     〒           住    所                     電話番号 

本    店 104-0028 中央区八重洲２－１０－１７ ０３（３２７２）６１１１ 

札    幌 060-0042 札幌市中央区大通西４－１ ０１１（２４１）７２３１ 

函    館 040-0063 函館市若松町３－６ ０１３８（２３）５６２１ 

帯    広 080-0013 帯広市西三条南６－２０－１ ０１５５（２３）３１８５ 

釧路事務所 085-0847 釧路市大町１－１－１ ０１５４（４２）０６７１ 

旭    川 070-0035 旭川市五条通９－１７０３－８１ ０１６６（２６）２１８１ 

青    森 030-0823 青森市橋本１－４－５ ０１７（７３４）５４１１ 

八    戸 031-0086 八戸市大字八日町４０－２ ０１７８（４５）８８１１ 

盛    岡 020-0021 盛岡市中央通３－４－６ ０１９（６２２）４１８５ 

仙    台 980-0021 仙台市青葉区中央２－１０－３０ ０２２（２２５）７４１１ 

秋    田 010-0001 秋田市中通２－４－１９ ０１８（８３３）８５３１ 

山    形 990-0038 山形市幸町２－１ ０２３（６３２）２１１１ 

酒    田 998-0044 酒田市中町２－６－２２ ０２３４（２４）３９２２ 

福    島 960-8031 福島市栄町８－１ ０２４（５２２）２１７１ 

会津若松事務所 965-0816 会津若松市南千石町６－５ ０２４２（２６）２６１７ 

水    戸 310-0021 水戸市南町３－５－７ ０２９（２２５）５１５１ 

宇 都 宮 320-0861 宇都宮市西１－１－１５ ０２８（６３３）８１９１ 

足    利 326-0814 足利市通２－２７５１ ０２８４（２１）７１３１ 

前    橋 371-0026 前橋市大手町２－６－１７ ０２７（２２４）８１５１ 

さいたま 330-0064 さいたま市浦和区岸町４－２５－１３ ０４８（８２２）５１５１ 

熊    谷 360-0042 熊谷市本町２－９５ ０４８（５２５）３７５１ 

千    葉 260-0028 千葉市中央区新町３－１３ ０４３（２４８）２３４５ 

松    戸 271-0092 松戸市松戸１８４６－２ ０４７（３６５）４１１１ 

新 木 場 136-0082 江東区新木場１－１８－６ ０３（５５６９）１７１１ 

神    田 101-0045 千代田区神田鍛冶町３－３－１２ ０３（３２５４）６８１１ 

渋    谷 150-0002 渋谷区渋谷２－１７－５ ０３（３４８６）６５１１ 

八 王 子 192-0081 八王子市横山町２－５ ０４２６（４６）３１３１ 

上    野 110-0005 台東区上野１－１０－１２ ０３（３８３４）０１１１ 

大    森 143-0016 大田区大森北１－１－１０ ０３（３７６３）１２５１ 

京浜島出張所 143-0003 大田区京浜島２－１０－２ ０３（３７９９）０３３１ 

押    上 130-0002 墨田区業平３－１０－８ ０３（３６２４）１１６１ 

浦安出張所 279-0025 浦安市鉄鋼通り２－１－６ ０４７（３５５）８０１１ 

新    宿 160-0023 新宿区西新宿１－２２－２ ０３（３３４０）１５５１ 
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深    川 135-0042 江東区木場５－１１－１７ ０３（３６４２）７１３１ 

東    京 105-0012 港区芝大門２－１２－１８ ０３（３４３７）１２３１ 

池    袋 171-0022 豊島区南池袋１－２１－１０ ０３（３９８８）６３１１ 

横    浜 231-0003 横浜市中区北仲通４－４０ ０４５（２０１）３９５２ 

川    崎 210-0007 川崎市川崎区駅前本町２６－４ ０４４（２４４）１１０１ 

横浜西口 220-0004 横浜市西区北幸１－１１－１ ０４５（３１４）３２１１ 

新    潟 951-8061 新潟市西堀通四番町８１６－１０ ０２５（２２８）２１８１ 

長    岡 940-0061 長岡市城内町１－２－１０ ０２５８（３５）２１２１ 

甲    府 400-0032 甲府市中央１－６－１６ ０５５（２３３）１１６１ 

長    野 380-0814 長野市西鶴賀町１４８３－１１ ０２６（２３４）０１４５ 

松    本 390-0811 松本市中央１－２３－１ ０２６３（３５）６２１１ 

諏    訪 392-0026 諏訪市大手１－１４－６ ０２６６（５２）６６００ 

岐    阜 500-8828 岐阜市若宮町９－１６ ０５８（２６３）９１９１ 

高山事務所 506-0025 高山市天満町５－１ ０５７７（３２）３３５３ 

静    岡 420-0853 静岡市追手町６－３ ０５４（２５４）４１３１ 

浜    松 430-0917 浜松市常盤町１３３－１ ０５３（４５４）１５２１ 

沼    津 410-0832 沼津市御幸町１７－５ ０５５（９３１）２９２４ 

熱    田 456-0018 名古屋市熱田区新尾頭２－２－３３ ０５２（６８２）３１１１ 

名 古 屋 460-0003 名古屋市中区錦３－２３－１８ ０５２（９５１）７５８１ 

豊    橋 440-0897 豊橋市松葉町３－７１－２ ０５３２（５２）０２２１ 

   津    514-0032 津市中央６－３０ ０５９（２２８）４１５５ 

四 日 市 510-0086 四日市市諏訪栄町５－４ ０５９３（５１）４８７１ 

富    山 930-0083 富山市総曲輪３－１－２１ ０７６（４２１）４１２６ 

高    岡 933-0021 高岡市下関町２－１０ ０７６６（２５）５４３１ 

金    沢 920-0964 金沢市本多町３－１－２５ ０７６（２２１）６１４１ 

福    井 910-0005 福井市大手３－１４－９ ０７７６（２３）２０９０ 

大    津 520-0047 大津市浜大津１－２－２２ ０７７（５２２）６７９１ 

彦    根 522-0073 彦根市旭町９－３ ０７４９（２４）３８３１ 

京    都 604-0953 京都市中京区富小路通御池上ル守山町156-3 ０７５（２２１）３１８１ 

大    阪 550-0011 大阪市西区阿波座１－７－１３ ０６（６５３２）０３０９ 

   堺    590-0972 堺市竜神橋町２－１－２ ０７２（２３２）９４４１ 

梅    田 530-0012 大阪市北区芝田２－１－１８ ０６（６３７２）６５５１ 

船    場 542-0081 大阪市中央区南船場１－１８－１７ ０６（６２６１）８４３１ 

箕面船場 562-0035 箕面市船場東２－５－４７ ０７２（７２９）９１８１ 

東 大 阪 577-0013 東大阪市長田中２－１－３２ ０６（６７４６）１２２１
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神    戸 650-0032 神戸市中央区伊藤町１１１ ０７８（３９１）７５４１ 

姫    路 670-0015 姫路市総社本町１１１ ０７９２（２３）８４３１ 

尼    崎 660-0892  尼崎市東難波町５－１９－８ ０６（６４８１）７５０１ 

奈    良 630-8227 奈良市林小路町８－１ ０７４２（２６）１２２１ 

和 歌 山 640-8033 和歌山市本町３－２７ ０７３（４３２）１２８１ 

鳥    取 680-0023 鳥取市片原２－２１８ ０８５７（２２）３１７１ 

米    子 683-0067 米子市東町１６８ ０８５９（３４）２７１１ 

松    江 690-0887 松江市殿町２１０ ０８５２（２３）３１３１ 

浜田事務所 697-0027 浜田市殿町１２４－２ ０８５５（２３）３０３３ 

岡    山 700-0818 岡山市蕃山町４－１ ０８６（２２５）１１３１ 

広    島 730-0051 広島市中区大手町２－１－２ ０８２（２４８）１１５１ 

広島西部 733-0833 広島市西区商工センター１－１４－１ ０８２（２７７）５４２１ 

福    山 720-0814 福山市光南町１－１－３０ ０８４（９２２）６８３０ 

下    関 750-0016 下関市細江町１－１－１３ ０８３２（２３）１１５１ 

徳    山 745-0034 周南市御幸通１－１０ ０８３４（２１）４１４１ 

徳    島 770-0901 徳島市西船場町２－３０ ０８８（６２３）０１０１ 

高    松 760-0052 高松市瓦町１－３－８ ０８７（８２１）６１４５ 

松    山 790-0001 松山市一番町２－６－４ ０８９（９２１）９１５１ 

高    知 780-0870 高知市本町４－２－４６ ０８８（８２２）４４８１ 

福    岡 810-0001 福岡市中央区天神１－１３－２１ ０９２（７１２）６５５１ 

福岡流通ｾﾝﾀ-出張所 813-0034 福岡市東区多の津１－７－１ ０９２（６２２）２８２１ 

久 留 米 830-0032 久留米市東町４２－２１ ０９４２（３５）３３８１ 

北 九 州 802-0003 北九州市小倉北区米町２－１－２ ０９３（５３３）９５６７ 

佐    賀 840-0815 佐賀市天神１－１－２４ ０９５２（２３）８１２１ 

長    崎 850-0841 長崎市銅座町２－１３ ０９５（８２３）６２４１ 

佐 世 保 857-0053 佐世保市常盤町４－２１ ０９５６（２３）８１４１ 

熊    本 860-0846 熊本市城東町２－２３ ０９６（３５２）６１８４ 

大    分 870-0034 大分市都町２－１－６ ０９７（５３４）４１５７ 

宮    崎 880-0812 宮崎市高千穂通１－７－３８ ０９８５（２４）１７１１ 

鹿 児 島 892-0847 鹿児島市西千石町１７－２４ ０９９（２２３）４１０１ 

那    覇 900-0015 那覇市久茂地２－２２－１０ ０９８（８６６）０１９６ 
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ニューヨーク 666Fifth Avenue,9th Floor, New York,N.Y.10103 U.S.A. 

                                                    １２１２（５８１）２８００ 

ロンドン駐在員事務所 7th Floor Finsbury Circus House, 12-15 Finsbury Circus, 

London, EC2M 7BT, U.K. 

                                                  ４４２０７（５８８）４４２０ 

香港駐在員事務所 Suite 4004,Two Exchange Square,8 Connaught Place,Central, 

Hong Kong                          ８５２（２５２４）５１１１ 
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平 成 １５年 度 財 産 目 録 
（第７４回事業年度） 
平成１６年３月３１日現在 

 資 産 の 部                                                           (単位：百万円)  

科 目                  摘 要                 金 額               

   貸 出 金                

      証 書 貸 付              

      手 形 貸 付              

      当 座 貸 越              

      割 引 手 形              

   外 国 為 替                

      買 入 外 国 為 替              

      取 立 外 国 為 替              

      外 国 他 店 預 け              

   有 価 証 券                

      国 債              

      地 方 債              

      社 債              

      株 式              

      そ の 他 の 証 券              

   特 定 取 引 資 産                

      商 品 有 価 証 券              

      特 定 金 融 派 生 商 品             

      そ の 他 の 特 定 取 引 資 産              

   買 入 金 銭 債 権                

   コ ー ル ロ ー ン                

   買 現 先 勘 定                

   現 金 預 け 金                
      現 金              

      預 け 金              

   そ の 他 資 産                

      未 決 済 為 替 貸              

      前 払 費 用              

      未 収 収 益              

      先 物 取 引 差 入 証 拠 金 

      先 物 取 引 差 金 勘 定              

      金 融 派 生 商 品              

   繰 延 ヘ ッ ジ 損 失 

      そ の 他 の 資 産              

   動 産 不 動 産                

 

      土 地 建 物 動 産              

 

 

      保 証 金 権 利 金 

   債 券 繰 延 資 産                

      債 券 発 行 差 金 

   繰 延 税 金 資 産                

   支 払 承 諾 見 返                

      支 払 承 諾 見 返              

      代 理 貸 付 保 証 見 返 

   貸 倒 引 当 金                

 

    証書

手形

 

    手形

    額面

    額面

    額面

    株数

    額面

 

土地

建物

車輌

什器

 １７０,１８６通

３６,２４６通

２１,５２３口

       ２９３,８１４通

１３２口

８５１口

４２口

９９１,９６０百万円

８,８５０百万円

３０８,２８７百万円

２６,１５６千 株

１４２,８８１百万円

２０６口

３口

２７８個所

３４口

３口  

 

１２７,８６２平方メートル

２３１,１３６平方メートル

                 ７０５台

        １３,２５４個

４,９９０口  

 

 

           ２,４４８口

              ４１９口

９,８２４,４７０

６,５１９,８４５

１,４５７,２９５

１,１２７,３９８

７１９,９３１

８,２４３

１,０７４

３,４１３

３,７５５

１,５０４,４７２

１,０１７,６３８

９,２５７

３０９,６７２

２４,２６１

１４３,６４２

６１,６０９

８３４

５,７７５

５４,９９９

３８,７０９

１４３,１７０

２４,９９９

５４９,３２３

２８,７９６

５２０,５２７

４９,０９４

２２

０

９,３３１

１３

０

１２,０７９

５８９

２７,０５７

５１,１９７

４６,９５１

 

４,２４６

５０２

５０２

８３,９８０

９６,６６３

９０,６５３

６,００９

△４３４,６２６

 
合 計                     

 
１２,００１,８１１

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。                                                     
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  負 債 の 部                                                      （単位：百万円） 

科 目                  摘 要                金 額                

  債 券                

     債 券 発 行 高 

  預 金                

     定 期 預 金 

     通 知 預 金 

     普 通 預 金 

     当 座 預 金 

     公 金 預 金 

     そ の 他 の 預 金 

  譲 渡 性 預 金                

  借 用 金                

     借 入 金 

  特 定 取 引 負 債                

     特定取引有価証券派生商品 

     特 定 金 融 派 生 商 品 

  コ ー ル マ ネ ー                

  売 現 先 勘 定                

  外 国 為 替                

     売 渡 外 国 為 替 

     外 国 他 店 借 

     外 国 他 店 預 り 

  そ の 他 負 債                

     未 決 済 為 替 借 

     未 払 費 用 

     未 払 法 人 税 等 

     前 受 収 益 

     従 業 員 預 り 金 

     金 融 派 生 商 品 

     未 払 債 券 元 金 

     そ の 他 の 負 債 

 賞 与 引 当 金 

退 職 給 付 引 当 金                

債権売却損失引当金 

  支 払 承 諾                

     支 払 承 諾 

     代 理 貸 付 保 証 

 

４８８口

２０３,８７０口

３,０２４口

４３６,３１６口

３６,０８５口

３６３口

３００,５４０口

１４口

３１７口

 

６口

 

６口

１口

１口

２１８口

 

２,４４８口

４１９口

 

８,２４４,３１６

８,２４４,３１６

２,３５６,８５５

１,０９９,２３７

７１,７９８

６２１,４５４

４４９,２９１

１９,６８７

９５,３８６

５１,６１３

６７,０００

６７,０００

４,２５７

０

４,２５６

１０,９０７

１,９９９

２４

２０

４

０

５０７,３３４

３

２０,５２９

２,７００

１５,２６５

８,３３３

１２,１５７

４４５,７１９

２,６２５

４,９５０

２０,２７９

５３

９６,６６３

９０,６５３

６,００９

 

 
合 計              

 
１１,３６６,２５５

 
差 引 純 財 産 額              

 
６３５,５５５

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。                                           
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第７４回事業年度末（平成１６年３月３１日現在）貸借対照表 
 

                                                                             （単位：百万円） 
科 目                     金 額            科 目                     金 額            

（ 負 債 の 部 ）              
 債 券               
   債 券 発 行 高            
 預 金               
   定 期 預 金            
   通 知 預 金            
   普 通 預 金            
   当 座 預 金            
   公 金 預 金            
   そ の 他 の 預 金            
 譲 渡 性 預 金               
 借 用 金               
   借 入 金            
 特 定 取 引 負 債               
   特定取引有価証券派生商品 
   特 定 金 融 派 生 商 品 
 コ ー ル マ ネ ー               
 売 現 先 勘 定               
 外 国 為 替               
   売 渡 外 国 為 替            
   外 国 他 店 借            
   外 国 他 店 預 り            
 そ の 他 負 債               
   未 決 済 為 替 借            
   未 払 費 用            
   未 払 法 人 税 等            
   前 受 収 益            
   従 業 員 預 り 金            
   金 融 派 生 商 品            
   未 払 債 券 元 金            
   そ の 他 の 負 債            
 賞 与 引 当 金 
 退 職 給 付 引 当 金               
 債権売却損失引当金 
 支 払 承 諾               
   支 払 承 諾            
 代 理 貸 付 保 証            

 
 ８,２４４,３１６
 ８,２４４,３１６
  ２,３５６,８５５
  １,０９９,２３７
      ７１,７９８
     ６２１,４５４
     ４４９,２９１
       １９,６８７
     ９５,３８６
   ５１,６１３

      ６７,０００
      ６７,０００
       ４,２５７

０
４,２５６

      １０,９０７
       １,９９９

２４
          ２０
            ４

０
     ５０７,３３４

          ３
       ２０,５２９
         ２,７００

１５,２６５
８,３３３
１２,１５７

     ４４５,７１９
     ２,６２５

４,９５０
２０,２７９
        ５３
９６,６６３
９０,６５３
６,００９ 

負 債 の 部 合 計                １１,３６６,２５５

（ 資 本 の 部 ）  
 資 本 金               
   政 府 出 資 金           
   組 合 出 資 金           
 利 益 剰 余 金 
   利 益 準 備 金           
   任 意 積 立 金
   特 別 積 立 金
    退 職 給 与 基 金
  当 期 未 処 分 利 益
   当 期 利 益
 株式等評価差額金 

 
     ５１４,２６５
     ４０５,３６７
     １０８,８９７
     １２４,３００
       ２５,５１０
      ８７,８３３
      ８７,３６９
            ４６４
      １０,９５５
      ８,６９３
△３,００９

（ 資 産 の 部 ）              
 貸 出 金               
   証 書 貸 付            
   手 形 貸 付            
   当 座 貸 越            
   割 引 手 形            
 外 国 為 替               
   買 入 外 国 為 替            
   取 立 外 国 為 替            
   外 国 他 店 預 け            
 有 価 証 券               
   国 債            
   地 方 債            
   社 債            
   株 式            
   そ の 他 の 証 券            
 特 定 取 引 資 産               
   商 品 有 価 証 券            
   特 定 金 融 派 生 商 品            
   その他の特定取引資産            
 買 入 金 銭 債 権                
 コ ー ル ロ ー ン               
 買 現 先 勘 定               
 現 金 預 け 金               
   現 金            
   預 け 金            
 そ の 他 資 産               
   未 決 済 為 替 貸            
   前 払 費 用            
   未 収 収 益            
   先 物取引差入証拠金            
   先 物 取 引 差 金 勘 定            
   金 融 派 生 商 品            
  繰 延 ヘ ッ ジ 損 失 
   そ の 他 の 資 産 
 動 産 不 動 産               
   土 地 建 物 動 産            
   保 証 金 権 利 金            
 債 券 繰 延 資 産               
   債 券 発 行 差 金 
 繰 延 税 金 資 産               
 支 払 承 諾 見 返               
   支 払 承 諾 見 返            
   代 理 貸 付 保 証 見 返            
 貸 倒 引 当 金               

９,８２４,４７０
  ６,５１９,８４５
  １,４５７,２９５
  １,１２７,３９８
   ７１９,９３１

         ８,２４３
１,０７４

         ３,４１３
         ３,７５５
  １,５０４,４７２
  １,０１７,６３８
      ９,２５７

     ３０９,６７２
       ２４,２６１
     １４３,６４２
       ６１,６０９

        ８３４
５,７７５
５４,９９９
３８,７０９

１４３,１７０
      ２４,９９９

５４９,３２３
２８,７９６

     ５２０,５２７
       ４９,０９４

      ２２
        ０

       ９,３３１
             １３

０
１２,０７９

５８９
２７,０５７
５１,１９７

      ４６,９５１
         ４,２４６
        ５０２
        ５０２
８３,９８０
９６,６６３

       ９０,６５３
        ６,００９
△ ４３４,６２６ 

資 本 の 部 合 計                              ６３５,５５５
資 産 の 部 合 計                 １２,００１,８１１ 負債及び資本の部合計                          １２,００１,８１１
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(注) 1.  記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

2. 金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を利用して

利益を得る等の目的(以下｢特定取引目的｣という。)の取引については、取引の約定時点を基準とし、貸借対照表

上｢特定取引資産｣及び｢特定取引負債｣に計上しております。 

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については決算日の時価により、スワップ･

先物・オプション取引等の派生商品については決算日において決済したものとみなした額により行っております。

3. 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法(定額法)、その他有価証券の

うち時価のある株式については期末前１ヵ月平均に基づいた市場価格、時価のある株式以外のものについては決

算日の市場価格等に基づく時価法(売却原価は主として移動平均法により算定)、時価のないものについては移動

平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部

資本直入法により処理しております。 

4. デリバティブ取引(特定取引目的の取引を除く)の評価は、時価法により行っております。 

5.  動産不動産の減価償却は、定率法を採用しております。 

6. 自社利用のソフトウェアについては、金庫内における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却してお

ります。 

7.   債券繰延資産の処理方法 

（１）割引債券の債券発行差金は、償還期限までの期間に対応して償却しております。 

（２）債券発行費用は、支出時に全額費用として処理しております。 

8. 外貨建資産･負債及び海外支店勘定は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

外貨建取引等の会計処理につきましては、前期は｢銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び

監査上の取扱い｣(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号。以下｢業種別監査委員会報告第25号｣とい

う。)による経過措置を適用しておりましたが、当期からは、同報告の本則規定に基づき資金調達通貨(邦貨)を資

金運用通貨(外貨)に変換する等の目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等のうちヘッジ会計の要件

を満たすものについては、ヘッジ会計を適用するとともに、要件を満たさないものは時価会計を適用しています。

なお、当該ヘッジ会計の概要につきましては、15.に記載しております。 

この結果、従来、期間損益計算していた当該通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等を時価評価し、正味の

債権及び債務を貸借対照表に計上したため、従来の方法によった場合と比較して、｢未収収益｣は46百万円減少、｢未

払費用｣は121百万円減少(発生主義による利息認識の終了)、その他資産中の｢金融派生商品｣は20百万円増加、そ

の他負債中の｢金融派生商品｣は380百万円増加、｢繰延ヘッジ損失｣は293百万円増加しております。 

また、上記以外の先物外国為替取引等に係る円換算差金は、従来、相殺のうえ｢その他の資産｣又は｢その他の負

債｣で純額表示しておりましたが、当期からは、業種別監査委員会報告第25号に基づき総額で表示するとともに、

その他資産及びその他負債中の｢金融派生商品｣に含めて計上しております。この変更に伴い、従来の方法によっ

た場合と比較して、｢その他の資産｣は101百万円減少し(先物仲値換算による円換算差金(ネット額)の認識の終

了)、その他資産中の｢金融派生商品｣は337百万円増加、その他負債中の｢金融派生商品｣は236百万円増加しており

ます。 
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9. 貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり

計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実

務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第4号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当

する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率

等に基づき引き当てております。 

破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額

を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債

権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引き当てて

おります。 

また、破綻懸念先で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャ

ッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施

前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法。）

により引き当てております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し､当該部署から独立した資

産監査部署が査定結果を監査しており､その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

10. 賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当期に帰属

する額を計上しております。 

11. 退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、必要額を計上しております。また、数理計算上の差異の損益処理方法は、各発生年度の職員の平均残存勤務

期間内の一定の年数(14年)による定額法により、翌期から損益処理する方法によっています。 

なお、会計基準変更時差異については、15年による按分額を費用処理しております。 

12. 債権売却損失引当金は、(株)共同債権買取機構に売却した不動産担保付債権の将来発生する可能性のある損失

に備えるため、担保価値を勘案し必要と認められる額を計上しております。なお、この引当金は商法施行規則第

43条に規定する引当金であります。 

13. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

14. 金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジを実施しております。前期は

｢銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い｣(日本公認会計士協会業種別監査委

員会報告第24号。以下｢業種別監査委員会報告第24号｣という。)に規定する経過措置に基づき、多数の貸出金・

預金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する｢マクロヘッジ｣を実施しておりまし

たが、当期からは、同報告の本則規定に基づき処理しております。 

また、当期末の貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損益のうち、従来の｢マクロヘッジ｣に基づく繰延ヘッジ

損益は、「マクロヘッジ」で指定したヘッジ手段の平均残存期間に応じ平成15年度から6年間にわたって、資金

調達費用として期間配分しております。 

なお、当期末における｢マクロヘッジ｣に基づく繰延ヘッジ損失は908百万円であります。 
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15. 外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジによっております。

前期は業種別監査委員会報告第25号による経過措置を適用しておりましたが、当期からは、同報告の本則規程に

基づき資金調達通貨(邦貨)を資金運用通貨(外貨)に変換する等の目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワッ

プ取引等については、ヘッジ会計を適用しております。 

これは、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ 

取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額

が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価するものであります。 

16. デリバティブ取引のうち特定取引勘定とそれ以外の勘定との間(又は内部部門間)の内部取引については、ヘッ

ジ手段として指定している金利スワップ取引及び通貨スワップ取引等に対して、業種別監査委員会報告第24号及

び同第25号に基づき、恣意性を排除し厳格なヘッジ運営が可能と認められる対外カバー取引の基準に準拠した運

営を行っているため、当該金利スワップ取引及び通貨スワップ取引等から生じる収益及び費用は消去せずに損益

認識を行っております。 

なお、一部の資産・負債については、繰延ヘッジ、時価ヘッジ、あるいは金利スワップの特例処理を行ってお

ります。 

17. 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

18. 動産不動産の減価償却累計額 61,221百万円 

19. 動産不動産の圧縮記帳額 18,602百万円 

20.   貸借対照表に計上した動産不動産のほか、電子計算機の一部についてはリース契約により使用しております。

21. 貸出金のうち、破綻先債権額は284,033百万円、延滞債権額は350,845百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は

利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金(貸倒償却を行った部分を除

く。以下｢未収利息不計上貸出金｣という。)のうち、法人税法施行令(昭和40年政令第97号)第96条第1項第3号のｲ

からﾎまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ること

を目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

22.   貸出金のうち、3ヵ月以上延滞債権額は 5,617百万円であります。 

  なお、3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3月以上遅延している貸出金で破

綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

23.  貸出金のうち貸出条件緩和債権額は 155,638百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払

猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及

び3ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

24. 破綻先債権額、延滞債権額、3ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は796,135百万円でありま

す。 

なお、21.から24.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

25. 手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた

銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分でき

る権利を有しておりますが、その額面金額は721,005百万円であります。 
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26. 担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

  有価証券     249,274百万円 

担保資産に対応する債務 

  預金           6,316百万円 

 売現先勘定   1,999百万円 

上記のほか、為替決済、外為円決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券252,970

百万円を差し入れております。 

27. ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で「繰延ヘッジ損失」として計上しております。なお、上記相殺

前の繰延ヘッジ損失の総額は1,212百万円、繰延ヘッジ利益の総額は622百万円であります。 

28. 借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金 52,000百万円

が含まれております。 

29.  １口当たりの純資産額123円58銭 

30. 有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」「地方債」「社

債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品有価証券」、「その他の特定取引資産」中のコマーシャル・ペー

パー、及び「買入金銭債権」中のコマーシャル・ペーパーが含まれております。以下33.まで同様であります。

 

売買目的有価証券 

        貸借対照表計上額         55,834百万円 

       当期の損益に含まれた評価差額     △2百万円 

 

満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 貸借対照表 時 価 差 額   

 計 上 額   うち益 うち損 

債券 427,201百万円 432,570百万円 5,369百万円 5,369百万円 - 

 

その他有価証券等で時価のあるもの 

 取得原価 貸借対照表 評価差額   

  計 上 額  うち益 うち損 

株式 9,845百万円 17,588百万円 7,743百万円 8,294百万円 551百万円 

債券 813,015百万円 800,518百万円 △12,497百万円 452百万円 12,949百万円 

国債 635,884百万円 625,248百万円 △10,636百万円 17百万円 10,654百万円 

地方債 9,178百万円 9,257百万円 79百万円 131百万円 52百万円 

社債 167,951百万円 166,011百万円 △1,939百万円 302百万円 2,242百万円 

その他 112,077百万円 112,462百万円 384百万円 445百万円 61百万円 

合計 934,938百万円 930,568百万円 △4,369百万円 9,193百万円 13,562百万円 

なお、上記の評価差額に繰延税金資産 1,359百万円を加えた金額 △3,009百万円が、｢株式等評価差額金｣に含

まれております。 



－ 23 － 

31.  当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。 

       売却額      売却益     売却損 

1,488,406百万円  11,049百万円   4,529百万円  

32. 時価のない有価証券のうち、主なものの内容と貸借対照表計上額は、次のとおりであります。 

内容              貸借対照表計上額 

その他有価証券 

     非上場株式（店頭売買株式を除く）  6,672百万円 

    債券               143,660百万円 

33. 

 

その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間ごとの償還予定額は次のとおりであり

ます。 

 1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超 

債券 213,533百万円 663,961百万円 459,073百万円 -

国債 130,375百万円 495,454百万円 391,808百万円 -

地方債 3,148百万円 2,301百万円 3,807百万円 -

社債 80,009百万円 166,205百万円 63,457百万円 -

その他 49,316百万円 35,119百万円 8百万円 3百万円

合計 262,850百万円 699,080百万円 459,082百万円 3百万円 

34. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、

契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約でありま

す。これらの契約に係る融資未実行残高は、564,821百万円であります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずし

も当金庫の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢

の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当金庫が実行申し込みを受けた融資の中止又は契約極

度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有

価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に(半年毎に)予め定めている金庫内手続きに基づき顧客の業況

等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

35.  東京都及び大阪府に係る事業税については、条例改正に伴い、平成16年度以降は、所得を課税標準とする税

金に該当することになります。 

 この変更に伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、当期の29.65％から  

31.12％となり、「繰延税金資産」は3,903百万円増加し、当期に計上された法人税等調整額は同額増加しており

ます。また、「株式等評価差額金」は64百万円増加しております。 

36. 商工組合中央金庫法施行規則別紙様式が改正されたことに伴い、前期において「評価差額金」として区分掲記

しておりましたが、当期からは「株式等評価差額金」として表示しております。 
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平成１５年４月 １日から  

第７４回事業年度 
 
 
平成１６年３月３１日まで 

 
損益計算書 

                     
（単位：百万円） 

科 目                        金 額               

   経 常 収 益                 
          資 金 運 用 収 益                
               貸 出 金 利 息 
               有 価 証 券 利 息 配 当 金 
               買 入 手 形 利 息 
              コ ー ル ロ ー ン 利 息 
               買 現 先 利 息 
               預 け 金 利 息  
               そ の 他 の 受 入 利 息 
          役 務 取 引 等 収 益                 

受 入 為 替 手 数 料 
そ の 他 の 役 務 収 益 

          特 定 取 引 収 益                 
特 定 取 引 有 価 証 券 収 益 
特 定 金 融 派 生 商 品 収 益 
そ の 他 の 特 定 取 引 収 益 

          そ の 他 業 務 収 益                 
外 国 為 替 売 買 益 
国 債 等 債 券 売 却 益 

        そ の 他 経 常 収 益                 
株 式 等 売 却 益 
そ の 他 の 経 常 収 益 

   経 常 費 用                 
          資 金 調 達 費 用                 

債 券 利 息 
債 券 発 行 差 金 償 却 
預 金 利 息 
譲 渡 性 預 金 利 息 
借 用 金 利 息 
コ ー ル マ ネ ー 利 息 
売 現 先 利 息 
金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息 
そ の 他 の 支 払 利 息 

          役 務 取 引 等 費 用                 
支 払 為 替 手 数 料 
そ の 他 の 役 務 費 用 

          特 定 取 引 費 用                 
                商 品 有 価 証 券 費 用 
          そ の 他 業 務 費 用                 

債 券 発 行 費 用 償 却 
国 債 等 債 券 売 却 損 
金 融 派 生 商 品 費 用 

          営 業 経 費                 
          そ の 他 経 常 費 用                 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 
貸 出 金 償 却 
株 式 等 売 却 損 
株 式 等 償 却 
そ の 他 の 経 常 費 用 

   経 常 利 益 
   特 別 利 益                 

動 産 不 動 産 処 分 益                 
償 却 債 権 取 立 益                 
そ の 他 の 特 別 利 益 

 特 別 損 失                 
動 産 不 動 産 処 分 損 

   税 引 前 当 期 利 益                 
   法人税、住民税及び事業税 
   法 人 税 等 調 整 額                 
   当 期 利 益                 
   前 期 繰 越 利 益                 
   当 期 未 処 分 利 益 
 

 
  １８５,１１４ 
  １６６,４９７ 
   １５,８７０ 
        ０ 
             ５１ 
             １１ 
             ９２ 
        ２,５９１ 
        ６,９８６ 
        ２,０８２ 
        ４,９０３ 
        １,４７５   
             ２４ 
        １,４３５ 
             １５ 
        ８,６２２ 
           ８０１ 
        ７,８２１ 
        ５,３４３ 
        ３,２２８   
        ２,１１５ 

      ４０,９２１ 
      ３４,０１９ 
        １,２７７ 
        ２,１５７ 
           ３０８ 
        ２,１０１ 
             ７３ 
               ４ 
           ８６３ 
           １１３ 
           ７７９ 
           ５０６ 
           ２７２ 
               ５ 
               ５ 
       ５,７３３  
           １７０ 
        ４,３０８ 
      １,２５４ 
      ７９,６１１ 
      ７５,７２５ 
      ６２,３４７ 
        ２,０８５ 
           ２２０ 
           ４３ 
      １１,０２９ 

           ５２３ 
             ７５ 
        ２,３４０ 

   
           ２２５ 

２０７,５４３ 

                   

２０２,７７６ 

                  

          
      ４,７６６ 
      ２,９３９ 

 
         ２２５ 
                 
     ７,４８０ 
       ２,４６７ 

 △３,６８１ 
    ８,６９３ 
      ２,２６２ 
    １０,９５５ 
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(注)1.  記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

2. １口当たり当期利益 1円69銭 

3.  特定取引目的の取引については､取引の約定時点を基準とし、当該取引からの損益を損益計算上｢特定

取引収益｣及び｢特定取引費用｣に計上しております。 

 特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は､期中の受払利息等に､有価証券､金銭債権等については

前期末と当期末における評価損益の増減額を､派生商品については前期末と当期末におけるみなし決済

からの損益相当額の増減額を加えております。 

4. 特別利益には、東京都外形標準課税に係る還付税金及び還付加算金1,825百万円、厚生年金基金代行返

上益511百万円、債権売却損失引当金戻入額3百万円を含んでおります。 

5. 外貨建取引等の会計処理につきましては、前期は業種別監査委員会報告第25号による経過措置を適用

しておりましたが、当期からは、同報告の本則規定に基づき資金調達通貨(邦貨)を資金運用通貨(外貨)

に変換する等の目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等のうちヘッジ会計の要件を満たす

ものについては、ヘッジ会計を適用するとともに、要件を満たさないものは時価会計を適用しています。

この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常利益・税引前当期利益とも8百万円増加しており

ます。 
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平 成 １ ５ 年 度 剰 余 金 処 分 
 

（第７４回事業年度） 

平成１５年４月 １日から 

平成１６年３月３１日まで 

 

                                                                     （単位：円） 

当期未処分利益 

 

これを次の通り処分する。 

 

１０,９５５,９０５,５２２

利 益 処 分 額 

利 益 準 備 金 

 

特 別 積 立 金 

 

組合出資配当金（年３分の割） 

７,５８３,８３７,０００

９００,０００,０００

３,５００,０００,０００

３,１８３,８３７,０００

次 期 繰 越 利 益 ３,３７２,０６８,５２２



 

 

 
 
 
前記の通りであります。 
 
 
平成１６年５月７日 

 
商工組合中央金庫 
 

 
理 事 長        江   崎       格 

 
副理事長        塩   田   薫   範 

 
専務理事        伊   原       巖 

 
理  事        坂   井   茂   樹 

 
理  事        藤   沢       智 

 
理  事        鈴   木       晃 

 
理  事        法 師 人       稔 

 
理  事        名      尾     良      泰 

 
理  事        伊      藤              学 

 
理  事        横      田              格 

 
理  事        松      岡              滋 



 

 

  

平成１６年５月１０日 

監  事  熊 澤 二 郎 

監  事  髭   初 雄 

監  事  児 玉 洋 介 

 

 

意    見    書 
 
 

 私ども監事は、平成１５年度における商工組合中央金庫の業務

を監査するため、諸会議への出席、業務執行状況に関する報告の

聴取および計算書類の検討などを行った結果、財産目録、貸借対

照表、損益計算書、事業報告書および剰余金処分案は、いずれも

法令および定款に適合し、その内容は妥当であるものと認めます。 




